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精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築支援事業
自治体情報シート（令和８年度）

人材育成を基軸に
ピアサポートの力を活用しながら
｢にも包括｣構築に取組みます

愛 知 県

愛知県では、保健所、基幹相談支援センター、地域アドバイザー等から構成される
チームを各圏域に育成してきた経緯があります。この取組みを受継ぎ、人材育成研修
を基軸としながら、ピアサポート活用、入院者訪問支援事業をはじめとする、｢にも包
括｣の７つの構成要素を充実させていくことを目指して行きます。
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※必須 １ 愛知県の基礎情報 （政令市分を除く）

取組内容
（人材育成）
・圏域での地域移行・地域定着を推進する中核的人材
を対象とした研修を実施
・県内の医療･福祉･行政関係者を対象とした研修を実
施
（ピアサポートの活用）
・ピアサポーター養成研修を実施
・病院や地域の事業所でピアサポーターが体験談を語
るプログラムを実施
（精神障害者の地域移行・地域定着支援の取組み）
・協議の場を通じ各圏域の体制整備のあり方を検討
・措置入院者退院後支援事業に基づく支援を実施
（その他）
・入院者の希望に応じた入院者訪問支援事業の実施 ／

／市町村 有・無 51 53 か所／市町村数

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム

の構築に向けた保健・医療・福祉関係者によ

る協議の場の設置状況（R８年３月時点）

都道府県 有・無 1 か所

障害保健福祉圏域 有・無 11 11 か所／障害圏域数

（自立支援）協議会の開催頻度（R８年度） （自立支援）協議会の開催頻度 2 回／年

精神領域に関する議論を

行う部会の有無
有・無

特定相談支援事業所数 609 か所

保健所数（R８年４月時点） 15 か所

相談支援事業所数 基幹相談支援センター数 63 か所

（R6年4月時点） 一般相談支援事業所数 174 か所

90.5 ％

心のサポーター養成者数 1132 人

人

退院率（R4年入院者）

入院後３か月時点 70.1 ％

入院後６か月時点 83.6 ％

入院後１年時点

（％：構成割合） 17.2 ％

入院精神障害者数 合計 6,400 人

（R7年6月時点）
３か月未満（％：構成割合）

1,651 人

25.8

１年以上（％：構成割合）
3,648 人

57.0 ％

うち６５歳未満 1,711 人

うち６５歳以上 1,937

53 市町村

人口（R７年10月時点） 5,103,511 人

％

３か月以上１年未満 1,101 人

障害保健福祉圏域数（R8年4月時点） 11 か所

精神科病院の数（R6年10月時点） 36 病院

精神科病床数（R6年10月時点） 7,825 床

市町村数（R８年４月時点）
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2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）

「あいち障害者福祉プラン2021-2026」一部修正



4

３ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の経緯

平成19年
～23年度

・国の補助事業｢精神障害者社会復帰促進（地域生活支援）事業｣において、①専門家養成研修、②ピアサポーター養成研修、
③事業所連絡会を開催。

平成26年
度

・人材育成の取組として「精神障害者地域移行・地域定着支援推進研修」を再開。県と名古屋市が共催で、①圏域での地域移
行･地域定着推進に向けた中核的人材を対象とした研修、②県内の医療･福祉･行政の関係者を対象とした研修を開催。

平成27年
～28年度

・県障害者自立支援協議会及び地方精神保健福祉審議会において精神障害者地域移行･地域定着支援のあり方について検討。

・平成28年度より地方精神保健福祉審議会に｢精神障害者地域移行支援検討ワーキンググループ｣(以下、WG)を設置し、圏域の中核的人
材を中心とするチームの構成と役割について検討。また、圏域の中核的人材から構成される｢コア機関チーム｣の育成研修を開催。

平成29年
～令和元
年度

・WGを拡大し、県内の体制整備を協議する場として｢精神障害者地域移行・地域定着推進協議会｣を設置。

・ピアサポーター養成研修を開始。同研修を受講したピアサポーターの活動による地域移行支援として、病院で地域生活の体験談を語る
プログラムを実施。平成30年度からは、ピアサポーターのフォローアップ研修を開始。

令和２年
度

・精神障害者地域移行･地域定着推進協議会の委員構成を見直し、福祉関係者を新たに加え、地域生活についてさらに検討。

・ピアサポーターの活動の場を拡げるため実施場所に地域の事業所を追加。

令和３年
～５年度

・ピアサポーターの活動について、オンラインを活用した開催ができるようにすることにより、事業実施の機会の拡大を図る。

・組織的な研修の企画のため、研修企画委員会を精神障害者地域移行・地域定着推進協議会の下部組織として設置。

令和６年
～

•令和４年度の精神保健福祉法改正による新規事業として、入院者訪問支援事業を開始。精神科病院入院中の方については、 
医療機関外の者との面会交流が特に途絶えやすくなることを踏まえ、入院者の希望に応じて、傾聴や生活に関する相談、情
報提供等を役割とした訪問支援員の派遣を行う。
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４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に資する取組の成果・効果

＜昨年度までの成果・効果＞ ※政令市（名古屋市）を除く

課題解決の達成度を測る指標 目標値 R７年度実績値 具体的な成果・効果

①障害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉
関係者による協議の場の設置か所数

11か所 11か所 圏域単位で課題及び今後の取
組を共有し、関係機関同士の連携
を図ることができた。

②市町村ごとの保健・医療・福祉関係者による
協議の場の設置か所数

53市町村 51市町村 目標値に届かなかったが、未設
置の２自治体においては、既存の
会議体で精神障害者の地域生活
について協議されていることから、
ほぼ目標達成と言える。

③地域移行支援の個別給付者数及び地域移
行支援の個別給付実績が1件以上ある市町村
数

設定なし 実績が1件以上ある
市町村数 28市町村
給付者数 90人
（R6年度実績）

半数近くの市町村において、個
別給付の実績があり、地域移行・
定着支援の体制整備が進んだ。

④ピアサポート活用による精神障害者地域移
行支援事業の活動実績／ピアサポーター従
事者数

年25回 年24回 医療機関等において、ピアサ
ポーターが入院患者等へ体験談
等を語るプログラムが実施できる
体制は整備されつつある。
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５ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた現時点における強みと課題

課題 課題解決に向けた取組方針 課題・方針に対する役割（取組）

人材育成の持続的かつ
計画的な取組み

県主催の研修を関係職能団体と協力
しながら企画立案・実施する。実施後
は人材育成における課題を整理し、必
要に応じ協議の場へ提起する。

保健 人材育成研修の開催、協議の場の開催または参加

医療 地域援助事業者との連携、研修や協議の場への参加

福祉 医療機関と連携、研修や協議の場への参加

その他関係機関・住民等

圏域ごとの取組内容や課
題を県全体で共有・解決
し圏域格差を低減

県主催の研修や圏域ごとの協議の場
を通じて、地域課題や目標値及び先進
地域の取組等の情報を共有し、地域
の実情に応じた実施体制を推進する。

保健 地域診断、研修の開催、協議の場の開催または参加

医療 個別支援の積み重ね、研修や協議の場への参加

福祉 個別支援の積み重ね、研修や協議の場への参加

その他関係機関・住民等

課題解決の達成度を測る指標 現状値
（令和７年度末）

目標値
（令和８年度末）

見込んでいる成果・効果

①県精神障害者地域移行・地域定着支援推進研修 ２回 ２回 関係機関相互の役割理解の深化、その上での協働実践

②圏域ごとの協議の場の開催
１１回 １１回

※全圏域で各1回

協議の場での課題整理、課題解決に向けた具体的取組
みの検討・共有

③ピアサポーター活動等による精神障害者地域移行
 支援事業に係る活動実績

２４回 ２５回
入院中または地域で生活する精神障害をもつ方に対し
地域生活への希望または安心につながる

【特徴（強み）】
１．研修の企画運営等において、行政と関係職能団体との協力連携体制がある。
２．県地域移行・地域定着推進協議会の開催及び県自立支援協議会への参加を通じ、県行政レベルで医療と福祉の連携体制が確保されている。

３．ピアサポーター養成研修とピアサポーター活動に係る委託事業、および入院者訪問支援員養成研修と派遣に係る委託事業について、県が一体
的に取組んでいる。
４．県独自制度の「地域アドバイザー」が圏域ごとに配置され、保健所や基幹相談支援センターとともに地域体制整備の担い手となり、重層的支援
体制の構築に取組んでいる。
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６ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築のための連携状況

【にも包括構築の体制】
各保健所において圏域レベルの協議の場を設置し、こころの健康推進室において県レベルの協議の場を設置する事で、地域包括
ケアシステムの構築に重層的に取り組んでいる。
また、障害福祉担当課においても地域移行に関する会議体を設置しており、保健分野と福祉分野それぞれで取組を進めている。

所管部署名 所管部署における主な業務

医務課こころの健康推進室
精神保健福祉行政の主務課であり、
県全体の協議の場を運営

連携部署名 連携部署における主な業務

障害福祉課
自立支援協議会地域生活移行推進部会
及び障害福祉サービスを所管

精神保健福祉センター
ピアサポーターや地域移行支援に係る人
材の養成研修、入院者訪問支援事業の
実施

各部門の連携状況 強み・課題等

保健
県全体の地域包括ケアシステムの構築のための協議
の場に、保健医療福祉それぞれの関係団体の代表者
が参加し、県全体の施策や地域移行支援に携わる人
材の養成件数等、精神障害にも対応した地域包括ケア
システムの構築に必要な事項について協議が行えてい
る。

県全体の協議の場においては関係団体の代表者による協議が
行われており、各圏域においても協議が行われている。しかし取
組に地域差があるため、先進的な取組を県全体に広げていく必
要がある。

医療

福祉

その他関係機関・住民等
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名称 協議の場の構成員 開催頻度 実施内容 特記事項（課題・強み等）

精神障害者地域
移行・地域定着
推進協議会

保健：県・中核市保健所

年１回

地域移行・地域定着に関
する圏域・市町村ごとの
取組に関する検討及び県
全体の施策についての検
討

保健・医療・福祉の職能団体等の代表
者が参加しており、県全体の施策に関
する検討を行っている。

医療：精神科病院協会、精神
科看護協会

福祉：精神保健福祉士協会、
相談支援専門員協会、介護支
援専門員協会等

その他関係機関・住民等：
大学教授、当事者、家族会

地域精神保健福祉
推進協議会

保健：市町村保健センター等

年１回
（11圏域）

地域における精神科病院
入院者の地域移行等

各保健所圏域の精神科医療機関が参加
しており、地域の実情に応じた検討を
行っている。

医療：精神科病院、診療所等

福祉：市町村障害福祉担当課、
基幹相談支援センター等

その他関係機関・住民等：
公共職業安定所、家族会等

７
精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築のための
協議の場に関連する協議の場の実施状況
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名称 協議の場の構成員 開催頻度 実施内容 特記事項（課題・強み等）

医療と福祉の連
携合同研修

保健：市町村担当者

年１回

地域の保健・福祉関係者と
精神科医療機関職員が相互
理解を深め、両者の協働と
連携を促進する内容の研修
を行う

複雑困難な事例の地域移行・地域定
着支援について着目し、医療と福祉
の 多職種・多機関連携のあり方を現
時点の制度的枠組みで整理する内容
となっている。

医療：精神科医療機関

福祉：基幹相談支援センター、
相談支援事業所

その他関係機関・住民等：地域
アドバイザー、保健所

中核的人材研修

保健：市町村保健担当課

年１回

にも包括の体制整備を図る
その中核的役割を果たす、
市町村の保健担当課職員、
基幹相談支援事業所職員等
に対し、にも包括に関する
学びの場を提供し、それぞ
れの知見や実践を共有する

母子保健や子育て支援の現場では、
診断の有無にかかわらず、メンタル
ヘルスに課題 を抱える子どもや保護
者と出会う機会が増えている。地域
全体で家族を支える意義について考
える場となった。

医療：

福祉：基幹相談支援事業所、

その他関係機関・住民等：
地域アドバイザー、保健所

精神障害者地域移
行・地域定着推進
研修企画ワーキン
ググループ

保健：精神保健福祉センター

年３回

精神障害者の地域移行及び
地域定着にかかる研修、及
び人材育成のより効果的な
実施方法について検討を行
う

職能団体の代表等からの意見を踏ま
えた協議を行うことで、地域の現状
や課題を踏まえた研修を企画するこ
とができる

医療：精神科医療機関

福祉：精神保健福祉士協会、
相談支援専門員協会

その他関係機関・住民等：本庁
主管課

８
精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築のための
協議の場に関連する会議等の実施状況
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時期（月） 実施内容 具体的な取組

通年

11～12月頃

２～３月頃

２～３月頃

ピアサポーター活動による地
域移行・地域定着支援

入院者訪問支援事業の実施

地域精神保健福祉推進協議会
障害保健福祉圏域会議

精神障害者地域移行・地域定
着推進協議会

精神障害者ピア活動支援研修

中核的人材研修

医療と福祉の連携合同研修

入院中または地域で生活する精神障害のある方を対象に、ピアサポー
ターによる「体験談を聞くプログラム」を県内各精神科病院や地域の
事業所で開催

精神科病院入院中の方の希望に応じて、傾聴や生活に関する相談、情
報提供等を役割とした訪問支援員の養成研修及び派遣を行う。

保健所が各圏域での取組みを検討する「精神保健福祉推進協議会」を
開催または「障害保健福祉圏域会議」へ参加

地域移行・地域定着支援の進捗状況と県の各種事業の取組みについて
検討

地域におけるピア活動の活性化を図るため、ピアサポーターの養成及
びフォローアップを実施

地域の核となる人材育成を対象とした研修会を実施

県内の医療・福祉・行政の関係者を対象とした合同研修会を実施

到達目標
（Ｒ８年度）

人材育成を基軸に、ピアサポートの力を活用しながら
｢にも包括｣構築に取組む

10 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けたスケジュール（短期）
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